
教育課程の開発過程に関する研究序説

-1カリキュラム開発に関する国際セミナ-J 

VL ;b-，.ける吉本提案の検討一

平 沢 茂

1.教育課程なよび基準教育課程の語義

(1) 教育課程

「教育課程 Jという語は、カリキュラムの訳語であることはいうまでも左いが、この語が教育

用語として一般化し、定着するように左ったのはそれほど古いことでは宕い。すなわち、 1950

(昭和 25)年 K法令用語として採用されて以後のととで毒る。〈注 1) 

翌 19 5 1 (昭和 2 6 )年の li学習指導要領』は、教育設程を「児童や生徒が、どの学年でど

のような教科の学習や教科以外の活動に従事するのが適当で争るかを定め、その教科や教科以外

の活動の内容や種類を学年的に配当づけたもの J(注 2 )と定義し、以後との概念が急速K一般

化していったと見ることができる。たとえば、 19 5 5 (昭和30 )年の『教育学事典』では、

教育課程は「学校の教育自的を達成するために選択された文化財または学習活動を、教前今左観

点、から編成して、それらの学習がいつ、 どとで、いかにしてお、こ在われるかを体系的に示した全

体計画の輪郭である J(注 3 )と定義されている。乙の定義は方法の観点を含んでいる点で先の

r学習指導要領』を一歩踏み出したものと見るとともできるが、全体的には先の定義の延長上氏

あるものといっていい。

「教育課程」という用語の概念が見ょう Kよってはコベルニクス的転回ともいえる変化K直面

したのは 19 7 <4 C昭和49 )年のことである。この年、文部省とOECD-CERI(経済協

力開発機構の教育研究革新センター)とは、東京で「カリキュラム開発氏関する国際セミナ-j

を開催した。 OECD-CERIはこのセミナー以前 K、西ドイツのカッセル托かけるセミナー

( 1 9 7 0年 6月'"'--'7月)、イギリスのノーウィッチ l疋卦けるセミナー( 1 9 7 1年 7月)、ア

メリカのイリノイ州になけるセミナー(1 9 7 1年 9月)、スベインのノミレンシアK卦けるセミ

ナー( 1 9 7 2年 5月'"'--'6月〉、ポルトガノレのセシンブラになけるセミナー(1 9 7 3年 4月)

北7 イルランドのコールレインに卦けるセミナー( 1 9 7 3年 7月〉の 6自にわたるセミナーを

開催してなり、東京K卦けるセミナーは、過去 6回のセミナーの成果の積み上げの上K開催され、

大き在成果を上げた。

セミナーの初日、 3月 18 B VL基調講演を行ったイギリスのスキルベック氏 CMalcolm

Ski lbeck、 北アイノレランドのアノレスター大学教育センター長)は、それまでのセミナーを
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概括する中から、教育課程という概念は、教青目標、教育内容、メディア、施設・設備、教授・

学習活動、評価等を含み込むきわめて広範左概念として把握される必要のあることを説いた。

(注 4) そのととは、続く主題に関する同氏の発表「カリキュラム開発の再構成 J(Develop-

m e n t a n d Re 0 r i e n t. a t i 0 n 0 f C u r r i c u 1 u m )の中Kも色濃く見られること

である。(注 5) 

すなわち、教育課程という概念は、それまでのような比較的スタティック者概念としてではを

く、学習者に与えられる、あるいは学習者の体験する、いっさいの学習経験の総体を意味すると

ころのダイナミック左概念として把握されるべきである、という考え方が一般化しつつあるので

奉る。本論の標題である「教育課程の開発」という用語も、このよう者文脈から明らかと在るよ

う花、従来のような「教育課程の編成」とか「教育課程の管理 jという用語を避けて、プロセス

K重点を置く、よりダイナミック者概念を表す用語として、最近しばしば見られるように在った

ものである。

ところで、教育課程の開発Kは、国や地方教育当局の行政的レベル Kなける諸方策が重要で争

る。しかし、それ以上に、学校、より直接的には臼々の学習指導を担当する教師の責任が自覚さ

れ在ければなら在い。前記セミナーに卦いて特に強調され、共通理解K到達するととのできた重

要な成果の一つである。(注 6) とのことは、先K見てきた教育課程概念の変化とも密接K結

びついている。すをわち、教育課程の開発は、「教授自標の再検討に始まり、教材、教援.学習

の手続き、評価方法などの計画や構成を含むものである。それは一度っくり上げればそれでしば

らくはなしまいといったよう左ものでは左〈、絶えず検討され、評価され、修正されてゆく緯続

的左プロセスである。その意味でカリキュラム開発は(中略〉われわれ日本人がとかく考えやす

lr>カリキュラム改訂=国家的事業といったものでは左くーーとうした面ももちろんあるがーーむ

しろ郡市の日々の創意と工夫の積み上げといった意味あいの強いもの者ので争る。 J(注7 ) 

教育課程開発の主体は、現行法の規定Kよれば学校にある、ということになっている。(注 8) 

ただし、各学校がめいめい勝手者教育課程を開発する ζ とが許されているわけではない。「学校

tて卦いては、法令なよび ζの章以下に示すところ K従い、 (中略〉適切者教育課程を編成するも

のとする J(傍点筆者〉という「学習指導要領』の記述K示されているよう K、そこには一定の

枠がはめられている。(注10)その最も直接的な枠が『学習指導要領 Jということ K在る。

(2) 基準教育課程

「学習指導要領」は国の定める教育課程の基準で争って、教育課程そのものでは老い。その乙

とは、何よりも「学習指導要領Jそのもののうち花見られる先の記述よりして明らかである。

しかし、「学習指導要領J=教育課程という誤解は、最近滅りつつあるとはいえ、また数多く

見られる。それは、多分、その使用が義務づけられている教科用図書す左わち教科書がli学習指

導要領 J1VC基づいて作られているという ζ とK大いK関係があると思われる。このよう者誤解を
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している人々にとっては、 「学習指導要領 J=教科書=教科書の教師用指導書=教育課程、とい

うような混乱はむしろ争たりまえ左図式で争る。

幸いなこと vr(なそらく前記セミナーの影響なども多少あるのかもしれ若いが〉、新しい「学

習指導要領Jでは、「ゆとりある学校教育」を標傍して学校裁量の時間を新設した。とのことは

教育課程の開発Kなける学校と教師の責任を再確認するためのよいきっかけと在ったものと思わ

れる。

ところで、地方公共団体の教育委員会も、「学習指導要領 JVC基づいて、所轄地域内の諸学校

のための教育課程の基準を設定することができる。(注 1 1 ) との場合、国の基準より、地域

の実態を加味した、より具偽的者基準と在るかもしれない。しかし、この場合Kも、あくまでも

教育課程の基準であって、教育課程そのものでは在い。教育課程はすでK述べたよう氏、学校、

とりわけ教師の日々の教育活動の中から生み出きれ、修正されて積み上げられていくものである。

このような基本的な理解が明確Kなされてい在いと、学校裁量の時間の手びき書が飛ぶように売

れる、というような珍現象が見られる ζ とになる。

そこで、教育課程の国家レベル托卦ける基準である「学習指導要領 j、卦よび都道府県や市町

村の教育委員会の開発する教育課程の基準を、一括して「基準教育課程」と呼んでなくこととし

よう。この呼称はけっして一般的に使用されているとはいえ在い。しかし、法規の解説書の中K

見られることがあり(注 12 )、先のような混乱を避けるためには、それ左りの意義をもってい

るといっていい。

2. 教育課程の開発Kなける基準教育課程の役割

国家レベルKなける基準教育課程を具体的K示す「学習指導要領jは、教育課程開発Kどのよ

うな役割を果たすものであろうか。

すでK述べてきたように、それは学校教育がK在うことを期待されている国民の教育水準を示

すものであり、学校にないて開発される教育課程の大筋を示すものである。「学習指導要領Jが、

学校教育法施行規員l擦 25条Kよって、教育課程の基準である ζ とが明示されているととは、こ

のととを成文化したものと考えられる。しかし左がら、乙のことは向時K、学校Ij[j;，-，.いて開発さ

れる教育課程は、野放図であっては走らず、基準教育課程である「学習指導要領JVCよって、一

定の制約を受ける ζ とを意味している。すなわち、問条を受けて文部省告示として公示される「

学習指導要領jは、法規の条文内容を補充するものである以上、法規としての性格を有する、と

考えるのが至当であるからである。

ただし、基準の意味するところは、実際の教育課程開発K際して、相当程度弾力的K考えられ

てよいととが文部省関係者 Kよっても述べられている。(注 13) このことは、「学習指導要

領 Jそのものにも明記されていることである。(注 14 ) しかし、「学習指導要領」は教育課

程を制約する要国のーっとなることは明白である。
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ところで、基準教育課程l丘、国レベルlfLjシける文部大臣だけではなく、地方レベルKなける教

育委員会Kよってもまた設定される。教育委員会によって設定される基準教青課程は、当然、のこ

と者がら、国の基準教育課程としての「学習指導要領 JlfL基づか者ければなら若い。

ζのような筋道で考えてくれば明らかとなるよう K、教育課程の開発の基本的な方針は各学校

にないて決定すべきものであるとはいえ、その大筋は「学習指導要領 JVC基づくべきものである。

言い換えれば、学校になける教育課程の開発に際して、基準教育課程、とりわけ菌の基準教育課

程である「学習指導要領 Jtl重要在意味をもつものである、といっていい。それだ干すに、「学習

指導要領Jすなわち国の基準教育課程の開発Kあたっては、国民各層の広範在意思を反映しうる

民主的左手続き Kよる、綿密左過程を必要とすることは明確である。

基準行政を一つの主たる特徴とする戦後の教育行政Kあって、教育の内的事項と称される教育

課程の基準の設定は、常に政治的Kむずかしい問題を字んでいる。すなわち、教育基本法第 10 

条K述べられているよう花、教育が「国民に対し藍接K責任を負って行われるべきものである J

以上、教育の質的水準の維持・向上は教育行政の責務である。しかし、同時任、それが向条K述

べられる「不当左支配JVl:在ることの在いよう K、細心の注意カヰムわれる必要がある。

前述した文部省と OECD-CERIとの共催によるセミナーにないて、吉本二郎氏は、国家

νベルVl:l託ける基準教育課程の開発のための専門的機関の必要性を説き、それをカリキュラム研

究開発センターの構想として提案している。(注 15 ) 乙のような専門的機関を設置すること

は、基準教育課程開発の手続を民主的左ものにするためKは大変望ましいものであって、その意

義は小さなものでは若い。

そこで、教育課程の開発過程 Uてなける出発点ともいうべき、国νベルにお漬ける基準教育課程開

発の専門的機関一一こ乙では、それをカリキュラム・センターと呼んで卦きたいーーの意義を検

討する中で、吉本二郎氏の提案を考察し、残された課題を究明することを、本稿の主要左課題と

したい。標題を序説としたのは、以上のととから明らかKなると思われるが、教育課程の開拓盈

程が、基準教育課程の開発によって始まるものである、との認識の下花、本稿にないては、基準

教育課程の開発を主要テーマとしたためである。

3. 基準教育課程の開発過程

(1) 三つの要因

国レベルになける基準教育課程の開発K卦いて、その前提ともいうべき、教育の自的・目標が

十分K吟味されなければ左らない。わが国の教育の目的・方針κついては、教育基本法第 l条・

第 2条Kその一般的規定があるほか、学校教育の自的・自標については、学校教青法K初等・中

等教育段階の各学校児関する定めがある。直接的にはまず ζれらの述べている ζ とを十分に阻し

ゃくし、基準教育課程のパック・ボーンと在る基本的現念として的確K把握することから着手さ
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れる。

基準教育課程を具体的K構造化していく場合K、究明され、正確左位置づけが者されなければ者

らない三つの要因がある。すなわち、

① 社会的要請

② 子どもの一般的な発達特性

③知識の体系

である。

社会的要請とは、社会が存続発展していくために社会が必要とする人間の資質を意味している。

この場合、単K国民の要請という視野だけからではなく、国際的な視野からの展望を考慮に加え

る必要がある。これは、国家間の連帯が重要な謀題とされている現代社会托あっては、重視され

左ければなら在い要因である。そのよう在要請は、国民の幅広い意見聴取等によって慎重K選択

される必要があり、コンセンサスを得る努力が繰り返され在ければならない。

子どもの一般的な発達特性については、主として心理学研究の成果を注意深〈検討することK

よって把握されよう。

知識の体系は、子どもの一般的者発達特性を踏まえつつ、社会的要請から導かれる人間的資質

を得るため K伺が学習されなければなら左いか、を問うことである。との場合、全ての子どもが

ひとしく学ば在ければ在らない基本的な知識の体系とともに、各々の子どもが自らの個性と能力

を十分に伸ばしうるような学習の内容についても、配慮が加えられ左ければ在るまい。個性化は

現代の社会の要請する重要左課題である。(注 16)

(2) 開発過程比企ける方略

国レベルになける基準教育課程は、それ Kよって現実化される国民的資質医大きく関わってく

るものであるがゆえ K、その開発過程は、慎重l疋配慮されなければ走ら在い。

吉本二郎氏は先のセミナーになける提案の中で、開発過程K卦けるストラテヅーとして次のよ

うな諸点を挙げている。(注 17 ) 

1(1) より強度左「計画性」をもっ ζ と

これからのカリキュラムは、より大きい社会の未来計画と深くかかわる「人づくりの未来計画」

として、強い計画性を帝びざるをえだ?レ、それはもはや単(t[i教育学 j的問題をのりこえた、幅

広い考究システムでのみ対応しうる問題である。したがって、

包)諸学問の協働形態、Kよる深い総合的考究の可能宕組織によって行われるのが望ましい。

(同 中等学校カリキュラムの開発は、国の長期計画Kみあうものであることが必要。

(2) 民主的手続の尊重

カリキュラムの開発は、国民の教育権陀かかわり、基柏守生存権Uても関する国家的事業である。

したがって、
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(c) 開発過程Lてないて国民各層の理解とコンセンサスを反映するよう Kされるべきであり、

その原則は特K現場での教師の実践、地域住民の意向、青少年自身の意見や希望等を生

かすように配慮すべきである。教科別・地域別・学校男!Jの研究組織と成果を、着実K反

映するしくみを策定すべきである。

(3) 科学性の重視・具現

カリキュラム開発が科学的摂拠K基づいて進められるべきことは当然、であるが、蜘各としての

科学性Kは次の二側面を含む。すなわち、カリキュラムの骨格である関連学問体系の科学性、な

よびカリキュラム開発の手続、採択の方法・視点の科学性である。との原員Ijを具現するため、

(d) 専従専門学者K よるカリキュラム作成委員会の設置

込) 長・短期Kわたるカリキュラム試案の実験的評値と改訂の体系的・継続的実施

(これは開発センターで充足きれよう)

(4) カリキュラムの「活き体」確保の措置

カリキュラムは単在る机上案では左く、青少年の成長にとって生きた媒材システムでなければ

左らない。 ζ のためK、

(f) カリキュラム開発に備えて、教師の資質向上をはかる基本的研修課程の設定と実施を

すること。

(5) 効率確保のためvcr充実性」

このために、

(g) カリキュラム試案とともに、教授・学習モデルの諸相と本旨を明らかにする「教師の

手引き J等を作成し、現場のための資料を準備する。

(同 カリキュラム試案になける学力評価基準の作成と適用

以上托掲げた諸提案は、カリキュラム開発センターの機能K含まれるものの一部である。J

このよう在ストラテグーは全て重要左ものであって、ことに挙げられているものKついては反

対すべき項目はないといっていい。しかし、吉本氏のいう「カリキュラムの『活き体~J (ILついて

は一つの指摘をしてなか左ければ左ら左い。

す左わち、基準教育課程(なよびそれ K基づいて開発される教育課程)が「活き体」となるた

めには、都高の基本的研修課程が必要であると同時K、教師の日々の教育実践になける基準教育

課程K対する何らかの評価が、再び基準教育課程托フィード・パックされるシステムを確保する

必要がある、ということである。とのととは、続く i(5)効率確保 Jのためにも欠くことのできな

い方略であれ総じて基準教育課程の関，路島程全体K関わる重要左視点である。

もちろん、 r(2)民主的手続の尊重」の中で、朝市の実践、地域住民の意向、青少年自身の意見

や希望等を反映すべきととが指摘されてはいるのだけれども、実はとれらの人々、とりわけ教師

の意思の反映は、基準教育課程が恒常的K発展していくための評価のー要因としても考慮、が加え

られ左ければ左ら左いものなのである。

国νベノレに公ける基準教育課程の開発システムを構想する際K、この方絡を欠いてしまうと、
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ということに走りかね左い。現行の審議会方式によるシステムと大差左い、

センター論の問題点吉本提案に見られるカ 1)キュラム・4. 

吉本氏の「カリキュラム研究開発センター」構想、)
 

司

e
A

，，eo
、、

(注 18 ) 

文
献
資
料
セ
ン
タ
ー

図 1は吉本氏の構想する「カリキュラム研究開発センタ-Jの組織機構である。

国
図

運営組織Kついては後K若干触れる ζ とにして、三つの中心的な内部機構についてその概略を

紹介してなきたい。三つの部は、それぞれ以下のような活動領域を有するものであるo

基礎研究部(i ) 

社会理想、研究(a) 

文化資源研究む)

人開発達研究な)

教育構造研究(d) 

評価測定研究信)

開発研究部)
 

-
l
 

r
“HUM-

教育目標設定研究~) 

教材構造化研究(b) 

単位教材編成研究(c) 

教材Kよる指導モデル研究(d) 

実験による試案検証{前

指導普及部)
 

f
H
H
V
 

国の監督権tl予算の配分と執行の監督Kとどめると
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な卦、センターは半官半民的性格として、



され(、庄 19 )、運営委員会、官民合同の運営諮問委員会を設置して運営K当たるとされる。

(注20 ) 

(2) 吉本提案の問題点

第 l花、先K指摘してないたよう K、基準教育課程に対する教師からのフィード，パックの侶

路が十分K顧慮されていないことが、 ζ の構想の最大の難点である。先の組織機構図から見て、

実験学校以外の一般の学校がどこに位置づくのかが必ずしも明らかにされてい在い。

第 2(rL、教育課程の新しい概念Kとって欠くことのできない「メディア jの開発をいっさい無

ネ見してしまったととである。 日本では基準教膏課程K付随するメディアが「教科書 Jである、 と

いう限定されたイメージが強いためか忘れられがちなことではある。 しかし、学校教育の効果と

効率との側面からいってももはやそのようなイメージは打破されなければならない。同セミナー

に名、けるオーストラリアのアンダーソン (Alan P.Anderson，教育省研究開発局長〉が同

国のカリキュラム開発センター (C.D. C. =Curriculum Development Centre) 

Kついて述べた発表は、その点で対称的者ものであった。

すなわち、オーストラリアになけるカリキュラム開発センターの活動は、次のよう tてなる。

「・カリキュラム開発作業の着手と、学校使用の教授をよび学習器具の開発

・カリキュラム卦よび器具開発の委託と管理

・設備なよび器具に関する、評価と情報の公表

@カリキュラムなよび器具開発K関する助言的サービスの準備 J(注 21 ) (傍点筆者〉

基準教育課程の開発課程のストラテジーとして吉本氏が挙げたものの中 K、「効率確保Jが含

まれていたことは先に見たと公りである。だとすれば、センタ-(rL卦けるメディアの研究開発は

その点だけから考えても必要Kして不可欠の課題である。

第 3氏、吉本氏の提案の本筋からはやや離れる問題であるとはいえ、地方レベルKなける基準

教育課程の開発と、その要と在る各地方の教育研究所在いし教育センターのネットワーク化につ

いても触れられてよかったのでは者いか。少左くとも、今日の時点では、国のカリキュラム・セ

ンターが必ずしも即売j実現というわけにはいか左いであろうだけに、 との点K対する切り込みが

ほしかったと考えるのは私だけでは宕いであろう。

第 4VL、文献資料センターの位置づけがややあいまいである、という点である。図 1の文献資

料センターに当たるものとしては、 「国立教育情報センター(仮称)Jが文部省Kよって計画さ

れているので.このよう左組織をどのように生かしていくかK関する考察はさらK深められる必

要がある。

-65ー



5. 基準教育課程の開発K関わる専門機関の必要性

以上のよう左種々の問題点を指摘する前K、実はそもそも、カリキュラム・センターなどとい

うよう左専門機関が必要か否かに関する議論が者される必要があるはずである。しかし、吉本提

案レてなけるこうした専問機関の構想を検討する中から、逆に、 ζのよう者専門機関の存在意義が徐

々K明らかレてされてきたと考えていいであろう。

吉本二郎氏は、戦後 tてなけるわが国の基準教育課程の開発の特徴を次の 4点K整理している。

(注2 2 ) 

「位) 学習指導要領の作成とその基準性をとなして、主として文部官僚1)1)ーダーシップ Kよる

カリキュラム開発が主たるものであった。

(b) 国や都道府県段階K卦いて、審議会の活用、答申という形態、をとることの中で、専門家や

教育実際家左どの意見を汲みとるよう K配慮されていた。

(c) 教育課程の改革κ当たって、総合的・科学的調査研究や検証K基づいて提唱されてきたの

ではきく、むしろ思潮や時の大勢を背景とした論議や判断を契機として行われる傾均が強か

った。

(d) 実際の教育課程改訂は、理論的・構造的変革の桝旦みをふまえて行うということよりは、

部分的修正を主としたものといえる。 J

適切宕整理であるといっていい。ここで述べられているカリキュラム在いし教育課程は国家基準

としての「学習指導要領Jのことであると考えてよい。

ところで、とのように整理された特徴は、そのままわが国の基準教育課程開発K卦ける課題で

あると捉え直すととができるo GJ)D審議会にしても、そのあり方は真花園民の要求K十分耳を傾

ける l疋足る組織であったか、ナショナル・コンセンサスを得る努力をしたか、在どが間い直され

る必要がある。このようなことをふまえて、カリキュラム・センターの意義を整理して、小稿を

閉じたいと思う。

左手缶、以下では、基準教育課程と教青課程を包摂する用語としてカリキュラムという用語を使

用してなくことをど了承願いたい。

① カリキュラムに関する基礎的・応用的研究を継続的K行うことができる。

② カリキュラム研究は、教科等の基礎と在る諸科学のほか、教青学、心理学等の学際的研究

を必要とする。カリキュラム・センターは常勤・非常勤の研究者の基地として、この学際的

研究を支える。

③ 学校や地域になけるカリキュラム開発を援助し、研修等を通して教師のカリキュラムK関

する資質の向上に寄与する。

④ カ 1)キュラム K関する情報を収集・整備し、センター自身の活動に役だてるとともに、学

校ゃ地域 K提供する。

③ カリキュラム l疋関連する諸メディアを研究・開発することによって.効率的在学習指導法
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に貢献する。

⑥ 開発されたカリキュラム促ついては、あらゆる角度からフォローし、常に改善の努力を傾

ける ζ とができるO

以上、やや未整理であるが、このような意義を有するカリキュラム・センターの実現は、日本

の学校教育児新た在息吹きを与えるととになることはまちがいない。

(注 1) 昭 和 25年の学校教育法施行規制の一部改正K よれそれまで使われていた教科課程

の語が教育課程と改められた。

(注2) 文部省 T学習指導要領一一般編ー(試案) ~、 1 9 5 1年、 P1 6 

(注3) 海後宗臣他編『教育学事典』第 2巻、平凡社， 1 955年

(注 4) Skilbeck， M.， the OECD/CER 1 

C u r r i c u 1 um S e m i n a r s ， 1 9 7 0 - 1 9 7 3 ， i n 

Background paper for International 

Seminar on Curriculum Development 

i n J a p a n pp. 1.......... 21， 1 9 7 4 

(注 5) Skilbeck， M.， Development and 

Re 0 r i e 11 t a t i 0 n 0 f C u r r i c u 1 u m 

この論文は、同セミナーの報告書の中に次の論文として邦訳・収録されている。

※M.スキノレベック「カ 1)キュラム開発と再編成J文部省大臣官房調査統計謀編rカリ

キュラム開発の課題ーカリキュラム開発K関する国際セミナ一報告書~ pp.95"-' 

1 0 7、 19 7 5年 2月

(注6) ζ の点に関しては上掲報告書の中の次の二つの論文、なよび(注5)K掲げたスキルベッ

ク氏の論文Kよって明らかにされた。

※成瀬正行「カリキュラム開発Kをける教師の役割と教師教育」上掲報告書、

pp.237..........245 

※原田穣「カリキュラム開発になける学校の役割J上掲報告書、 pp. 2 4 6.......... 2 5 8 

(注 7 ) 上掲報告書、 p.9 

(注 8) I学習指導要領」第1章総員Ij(!C I学校Kないては、法令及びこの章以下氏示すところ
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l疋従い、(中略〉適切者教育課程を編成するものとする」と規定されてωる。文部省告

示として出される「学習指導要領 Jが法規か否かkてついては、それが学校教育法や同法

施行規制の関係条文を補充するものであるから法規としての性格を有する、と解するの

が妥当である。

(注 9) i学習指導要領」第 1章総員Ij1 

(注10) このような枠の制約を受けずに、教育課程開発K資する研究を行う場合Kは特例が

認められている。すなわち学校教育法施行規則第 26条の 2(ICは「小学校の教育課程K

関いその改善K資する研究を行うため K特 K必要があり、かつ、児童の教育上適切な配

慮、が在されていると文部大臣が認める場合Lてないては、文部大臣が男1j(IC定めるところに

より、第 24条第 1項、第 24条の 2又は第 25条の規定によら左いことができる Jと

るる。「文部大臣が別に定めるところ Jす者わち実施規定は昭和 51年K至って文部省

告示第 85号として公示され、「教育課程の基準改善のための研究開発実施要領J(文

部大臣裁定)が定められた。

それによると、教育課程の研究開発を希望する学校は文部大臣の委鳴を受ける形で研

究K取り組み、その実績を毎年度文部省に報告するもの、とされている。委嘱期間は原

則として 3年とされている。

(注 11 ) ζ れについては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の、第 2 3条、第 33 

条、第 49条在どに直接の定めがある。

(注 12 ) 下村哲夫著『教育法規便覧』 学陽書房) p.33、1976年

(注 13) との点Kついては、下記の著書に略述されている。

※菱村幸彦著 r 教育課程の法律常識一教育指導の法的理解のため(IC-~

pp. 26 ..._， 28、 1976年

第一法規，

(注 14 ) 昭和 52(1977)年 7月K告示された「小学校学習指導要領Jを見てみよう。

たとえば総刻の 4では、学習指導要領K示す内容は、国の教育課程の基準を示すもので

あるから、その趣旨を逸脱することは許され在いが、児童の負担過重と走らない限り K

ないて、第 2章以下に示してい在い内容を加えても差し支えない、と述べている。また、

同 7(2)では、各教科の各学年の内容に掲げる事項は、特K示す場合を除き、各事項のま

とめ方、 j顧序及び重点の置き方氏適切左工夫を加えて、効果的な指導ができることを、

さらに授業時数Kついても問 6(2)托卦いて、授業の 1単位時間は、 4 5分を常例とする

が.学校や児童の実態に即して適切に定めることを求めている。とのことは、中学校学

習指導要領にないても同様の記述があるo

〈注 15) 吉本二郎「カリキュラム研究開発の機構j文部省前掲報告書、 pp. 2 5 9"-"270 
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(注 16) 個性化( personalization ) の意義Kついては、下記の拙論を参照された

レ1
0 

※拙稿「学校Kなけるメディア・センターの意義と機能 Jrr視聴覚教育』

1 977年 4月号、 pp. 32---35 

(注 17 ) 吉本二郎、前掲論文、 pp. 26 9，.....__2 70 

(注 18 ) 同、 p. 2 6 7 

(注 19 ) 同. p. 2 6 4 

(注 20 ) 問、 p. 2 6 5 

(注 21) A.アンダーソン「オーストラリアのカリキュラム開発Kなける新方向」文部省前

掲報告書、 p・ 279

(注 22) 吉本二郎、前掲論文、 p. 2 6 1 
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